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また、構造改革の進捗に見通しが立ち次第、
経営計画を修正することとしていました















強化する重点項目

１．安全・安心を支える

〇国際情勢や地域環境の変化を踏まえ、信頼できる情報の担い手として、
健全な情報空間の維持に貢献します。

・フェイクニュースが蔓延する時代に対応し、事実を見極めるための情報の取材・制作機能を
強化します。

・取材に裏打ちされた信頼性の高い報道を維持するため、ジャーナリズム人材の育成に
注力します。

・専門プロジェクトを設けるなど、災害、科学、安全保障といった社会が要請する分野の強化
に取り組みます。

〇信頼されるメディアとしてコンテンツ強化に取り組むとともに、
国内で流通するコンテンツの信頼性向上にも貢献します。

・学習形態の多様化に応じた教育コンテンツの充実など、質の高いコンテンツに経営資源を
集中します。

・放送通信融合の時代における日本のコンテンツ産業の信頼性向上に、
業界と協力しつつ取り組みます。

災害のみならず、安全保障、感染症、地域課題など、
暮らしの安全を支える「信頼できる情報」の発信を強化します。

３．あまねく伝える

地域インフラへの投資を強化し、放送通信融合の時代に、
世代や場所にかかわらず「放送の価値」を届け続けます。

〇二元体制の持続可能性を高め、あらゆる地域へ放送の価値を届け続けます。

・民間放送事業者等との協力強化により、効率的で強靱な放送ネットワークを維持します。

〇レジリエンス、リスクマネジメント、持続可能性を考慮した投資を行うと同時に、
生産性の向上にも取り組むことで、いかなる状況下でも情報を届け切ります。

・適正なリスク算定を行い不測の事態に備えると同時に、地域を重点に、加速するSDGs時代を
踏まえた投資を強化します（災害対応のための補完FM置局を含む）。

・経営資源をコンテンツに集中させ、生産性向上につながる制作工程改革を加速させます。
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（2023年1月修正）
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放送ネットワークインフラ維持

視聴者のみなさまの将来的な負担軽減について

地上デジタル化から約２０年が経過し、
地域における放送ネットワークは更新時期が迫っています。
総務省の有識者会議がまとめた「デジタル時代における放送の

将来像と制度の在り方に関する取りまとめ」（2022年8月）では、
放送の社会的役割の維持・発展のための方向性が明示されています。

【守りの戦略】
放送ネットワークインフラのコスト負担の軽減、
コンテンツ制作に注力できる環境整備

放送ネットワークインフラの将来像

〇「共同利用型モデル」の推進（中継局、マスター設備等）
〇マスター設備の効率化（ＩＰ化、クラウド化等）
〇小規模中継局等のブロードバンド等による代替

【出典】「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ」を元に作成

上記を踏まえ、将来的な視聴者のみなさまの負担軽減を目的に、
民間放送事業者と連携し、設備維持コストの抑制に取り組みます。

A放送局 B放送局 C放送局

A放送局 B放送局 C放送局

現 状 目指す姿

各放送局で放送ネットワークを
保有・整備

共同建設化

運用共同化 通信などの
代替手段検討

（2023年1月修正）





本資料に掲載されている事業収入、支払率などは現時点での想定であり、ウクラ
イナ情勢の影響や物価上昇など、今後の社会・経済状況の変化などによっては見
通しが変動する可能性があります。
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